
○　主文
原告らの請求をいずれも棄却する。
訴訟費用は原告らの負担とする。
○　事実
第一　当事者双方の申立
原告ら
（一）　被告が昭和四八年一二月一二日付でなした
１　Ａの昭和四五年六月一九日の相続開始にかかる相続税についての再更正処分
（但し異議決定により一部減額されたのちのもの）のうち、取得財産価額六、五〇
八万七、二〇一円、相続税額一、九六五万二、八二五円を超える部分を
２　原告Ｂ、同Ｃ、同ＤおよびＥの昭和四五年六月一九日の相続開始にかかる各相
続税についての各再更正処分（但し異議決定により一部減額されたのちのもの）の
うち、それぞれ取得財産価額一、八三九万二、七四三円、相続税額六二三万九、一
三三円を超える各部分を
取消す。
（二）　訴訟費用は被告の負担とする。
被告
主文と同旨
第二　請求の原因
一　１　Ｆは昭和四五年六月一九日死亡し、妻である亡・Ａ、子である原告Ｂ、
亡・Ｅ、原告Ｃ原告Ｄが相続によりその地位を承継した。
２　Ｅは昭和四七年八月二六日死亡し、夫である原告Ｇ、子である原告Ｈ、亡・
Ｉ、原告Ｊが相続によりその地位を承継した。
３　Ｉは昭和四七年一〇月一一日死亡し、妻である原告Ｋ、子である原告Ｌが相続
によりその地位を承継した。
４　Ａは本訴提起後の昭和五四年一月三一日死亡し、子である原告Ｂ、同Ｃ、同
Ｄ、孫である原告Ｈ、同Ｊ、曾孫である原告Ｌが相続によりその地位を承継し、Ａ
の本訴部分を承継した。
二　１Ｆが昭和四五年六月一九日死亡したことにより相続が開始し、その相続人で
ある亡・Ａ、原告Ｂ、亡・Ｅ、原告Ｃ、原告Ｄ（以下、「五名の者」という）は、
被告に対し、昭和四五年一二月一九日相続税申告書（共同相続）を、さらに昭和四
六年二月五日遺産分割協議書に基づく相続税修正申告書を提出した。
２　これに対し、被告は昭和四六年一一月一八日付で更正処分をなした。
３　株式会社大阪鉛錫精錬所（以下、大阪鉛錫という）は、昭和四七年三月二二日
の臨時株主総会において、被相続人である亡・Ｆ（同社前社長）に対し退職金三、
〇〇〇万円を支給する旨決議した。そこで、五名の者は、
昭和四七年六月二七日付で被告に対し、別表１ないし３の各修正申告額欄記載のと
おり相続税修正申告をした。
４　これに対し、被告は昭和四八年一二月一二日付で別表４の再更正処分欄記載の
とおりの再更正処分（以下、本件処分という）をなした。
５　亡・Ａ、原告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｇ、同Ｈ、同Ｊ、同Ｋ、同Ｌは、昭和四九年
二月一二日本件処分につき被告に対し異議申立をした。
６　被告は、右異議申立につき昭和四九年五月八日付で別表４の異議決定欄記載の
とおり、本件処分の一部を取消す旨の決定ををした。
三　しかしながら、本件処分（異議決定により一部取消されたのちのもの）には、
五名の者の相続による各取得財産価額を過大に認定した違法があるから、前記二、
３の修正申告にかかる各取得財産価額を超える部分およびそれに伴う相続税額部分
の取消を求める。
第三　被告の答弁
一　請求の原因一は認める。
二　同二は次の点を除き全部認める。
同二、１の修正申告書を提出した者は、亡・Ｅ、原告Ｃ、原告Ｄの三名であり、原
告Ｂは更正の請求書を提出した。
三　同三は争う。
第四　被告の主張
一　被相続人Ｆの相続財産の種類別明細は別表１（但し、金額は被告主張額欄記
載）のとおりである。
二五　名の者の各人ごとの取得財産価額、課税価額、税額等は別表２（但し、金額



は被告主張額欄記載）のとおりである。
三　Ｆの相続財産の明細および財産の取得者または債務承継者に係る価額は別表３
（但し、金額は被告主張額欄記載）のとおりである。
四　大阪鉛錫の株式の評価について
五　名の者が相続により取得した大阪鉛錫の株式の評価額は次のとおりである。
（一）　大阪鉛錫は、故鉛故錫の再生精錬、故鉛故錫の売買交易、非鉄金属の再生
精錬並びに加工売買交易等を目的として昭和二二年七月二一日設立された株式会社
であるが、本件相続開始時である昭和四五年六月一九日当時資本金一、一二〇万
円、発行済株式数二二万四、〇〇〇株で、株主及びその持株数はＦ一〇万五、四〇
〇株、原告Ｇが三万五、〇〇〇株、原告Ｂが三万四、〇〇〇株、その他一八名四万
九、六〇〇株であり、Ｆは旧代表取締役、原告Ｇは代表取締役、原告Ｂは取締役で
あつた。そして、その株式は、
譲渡について取締役会の承認を要する譲渡制限株式であり、かつ取引相場のない株
式であつた。
（二）　大阪鉛錫の本件相続税課税時期の直前期末の昭和四五年三月三一日当時に
おける資産の帳簿価額の合計額は五億五、三八一万二、二二七円であり、右直前期
末以前一年間における大阪鉛錫の取引金額は一三億三、二六二万〇、九九四円であ
るから、昭和三九年四月二五日付直資五六、直審（資）一七「相続税財産評価に関
する基本通達」（但し、昭和四七年六月二〇日直資三～一六「相続税財産評価に関
する基本通達の一部改正について」により改正された後のもの。以下、「基本通
達」という）によれば、大阪鉛錫は基本通達にいう中会社に相当し、その株式を取
得した五名の者は同族株主であるから、基本通達にいう一般株主にあたる（別表
５、６参照）。
（三）　したがつて、基本通達による大阪鉛錫の株式評価の計算式は次のとおりで
ある。
１　基本通達一七九項により、次の算式により一株当りの評価額を算出する（別表
６参照）。
類似業種比準価額×Ｌ＋純資産価額（相続税評価額）×（１－Ｌ）
Ｌは評価対象会社（本件では大阪鉛錫）の直前期末における総資産価額（帳簿価額
によつて計算した金額）又は直前期末以前一年間における取引金額に応じて、別表
７の割合のうちいずれか大きい方の割合である。
２　類似業種比準価額は基本通達一八〇頁により次の算式により算出する（別表６
参照）。
Ａ×（（Ｂ）／Ｂ＋（Ｃ）／Ｃ＋（Ｄ）／Ｄ／３）×０．７－Ｈ
Ａは類似業種の株価、Ｂは類似業種の一株当りの配当額、Ｃは類似業種の一株当り
の年利益金額、Ｄは類似業種の一株当りの純資産価額
（資本金額－左の払込否認金額＋資本金積立金額＋利益積立金額／発行済株式数）
（Ｂ）　、（Ｃ）、（Ｄ）はそれぞれ評価対象会社の一株当りの配当額、年利益金
額、純資産価額であり、右算式中の〇・七は評価対象会社が類似会社と比較した場
合に流通性が劣ること、及び評価の安全性を確保することから設けられたものであ
る。
また直前期末の翌日から課税時期までの間に配当金の支払が確定している場合、い
わゆる配当落の修正をする必要があり、右算式により算出された数値からその金額
Ｈを控除する。
３　基本通達一八八項（６）により一株当りの純資産価額（相続税評価額）は次の
算式により算出する。
Ｅ－（Ｅ－Ｆ）×４７％／発行済株式指数
Ｅは相続税の評価額によつて評価替した総資産価額より負債の金額を控除したも
の、Ｆは帳簿価額によつて計算した総資産価額より負債の金額を控除したものであ
り、評価時点で評価対象会社が解散した場合には清算所得に対する法人税、地方税
がかかるので、この税率四七％を評価益に乗じ、これを評価時点における会社の純
財産から控除する。
（四）　右の各計算式の各数値は本件において次のとおりとなる。
１　Ｌ・・・〇・七五
大阪鉛錫の直前期末における総資産価額（帳簿価額によつて計算した金額）は別表
９の資産の部、帳簿価額合計欄のとおり五億五、三八一万二、二二七円であり、直
前期末以前一年間における取引金額は一三億三、二六二万〇、九九四円である。こ
れを別表７にあてはめた。



２　Ａ・・・一〇二円
類似業種は非鉄金属製造業である。以下、Ｂ、Ｃ、Ｄについても同じ。
３　Ｂ・・・四・九円
４　Ｃ・・・二二円
５　Ｄ・・・一二一円
６　（Ｂ）・・・一五円
７　（Ｃ）・・・四八七円
８　（Ｄ）・・・八三四円
大阪鉛錫の資本金額一、一二〇万円（払込否認金額はなし）、資本積立金額は〇円
であり、その申告書によれば利益積立金額は一億七、五六五万五、二七七円であ
る。
９　Ｈ・・・二〇円
１０　Ｅ・・・二億〇、七〇三万九、五四一円
本件課税時期（昭和四五年六月一九日）直前の大阪鉛錫の期末（同年三月三一日）
の貸借対照表は別表８のとおりであり、これらを含めた当時の資産および負債の内
訳は別表９の帳簿価額欄記載のとおりであるところ、これらを相続税評価額によつ
て評価替えすると、同表の相続税評価額欄記載のとおりとなる。
これをさらに問題点に限つて説明すると次のとおりとなる。
（イ）　土地　相続税評価額合計二、三二八万六、三八二円
大阪鉛錫所有の大阪市＜地名略＞宅地一三三坪九三、尼崎市＜地名略＞宅地二五九
坪九八を路線価方式で評価すると右金額となる。
（ロ）　建物　相続税評価額合計八五九万一、五七八円
大阪鉛錫所有の大阪市＜地名略＞所在未登記家屋一棟外七戸の建物の昭和四五年分
固定資産税評価額と同額である。
（ハ）　貸付金　相続税評価額二五五万円
債務者Ｍに対する右貸付金は、そのうち七〇万円につき昭和四六年一〇月三〇日か
ら昭和四九年二月一二日までの間九回にわたつて回収されており、本件相続時にお
いて回収不能な不良債権でなかつたことは明らかである。
したがつて、右債権は資産に計上すべきものである。
（ニ）　不渡手形　相続税評価額二七五万一、二〇一円
Ｎ振出の約束手形額面二七五万一、〇〇〇円は、昭和四三年四月三〇日から昭和四
七年一二月三一日までの間三三回にわたつて回収されており、本件相続時において
不渡手形でなかつたことは明らかである。
したがつて、右手形債権は資産に計上すべきものである。
（ホ）　借地権　相続税評価額合計五、〇二五万二、〇五七円
大阪鉛錫が他から賃借中の大阪市＜地名略＞宅地九五〇坪一三のうち四四九坪一六
外五カ所の土地を路線価方式あるいは倍率方式で評価し、借地権割合〇・五を乗じ
た合計額である。
１１　Ｆ・・・一億六、〇三四万〇、八九七円
（五）　したがつて、基本通達によれば、五名の者が取得した大阪鉛錫の株式の評
価額は一株七六三円となる。
五　三和銀行甲子園支店のＡ名義の普通預金一一五万七、六一六円（別表３の番号
２６）はＦの相続財産であり、三井銀行難波支店のＡ名義の定期預金四〇万円（別
表３の番号４６）は相続開始前三年以内にＡがＦから贈与された財産である。
六　したがつて、被告のなした本件処分には違法な点は存しない。
第五　被告の主張に対する原告らの答弁および反論
一　被告の主張一ないし三に対する原告らの主張は別表１ないし３（但し、金額は
各修正申告額欄記載）のとおりである。なお、別表３の番号３７についての被告の
主張は認める。
二　
（一）　被告の主張四の（一）、（二）は認める。
（二）　同（三）は争う。
取引相場のない大阪鉛錫の評価は、被告主張の基本通達によるべきではなく、額面
価額によるべきであり、さらに一九五七年シユツツトガルト方式によるのが最も合
理的である。
（三）　同（四）のうち、
（イ）　６、７、９、１１は認める。
（ロ）　１は争う。但し、主張の各金額は認める。



（ハ）　２ないし５は争う。但し、非鉄金属製造業が類似業種であるとすれば、主
張の各数値は認める。
（ニ）　８は争う。
大阪鉛錫の資本金額等が被告主張のとおりとなつていることは認めるが、利益積立
金額一億七、五六五万五、二七七円のうちに含まれている特別積立金二、一八〇万
円は、昭和三八年頃西淀川税務署長の認定決定によるものであり、根拠不明で利益
留保性がないから加算すべきではない。
（ホ）　１０は争う。
本件課税時期（昭和四五年六月一九日）直前の大阪鉛錫の期末（同年三月三一日）
の貸借対照表が別表８のとおりであること、これらを含めた当時の資産および負債
の内訳がほぼ別表９の帳簿価額欄記載のとおりであることは認めるが、相続税評価
額によつて評価替えされた価額について次の点を争う。
（ａ）　土地は二、三二一万三、〇〇〇円である。
（ｂ）　建物は帳簿価額欄記載のとおりである。
（ｃ）　債務者Ｍに対する貸付金二五五万円は不良債権であり、資産として計上す
べきではない。
（ｄ）　Ｎ振出の約束手形額面二七五万一、〇〇〇円は不渡手形であり、資産とし
て計上すべきではない。
（ｅ）　大阪鉛錫が他から賃借中の土地（被告主張の土地）についての借地権価額
は争う。
（ｆ）　特定資産のうちから役員退職金引当保険料一九六万五、〇〇〇円を控除す
べきである。
（ｇ）　負債として、貸倒引当金四三九万二、四〇〇円、賞与引当金一七九万円、
価格変動準備金四九五万二、八〇〇円、債権償却特別勘定二一三万五、六〇〇円、
役員従業員退職金引当金七、〇九八万六、〇〇〇円、従業員賞与引当金五五九万円
を計上すべきである。
三　被告の主張五は否認する。
主張にかかる預金はいずれもＡの固有財産であり、相続財産ではない。
第六　証拠関係（省略）
○　理由
一　請求の原因一については各当事者間に争いがない。
二　同二については、１の修正申告書を提出した者にＡおよび原告Ｂが含まれると
する点を除き各当事者間に争いがない。
三　Ｆの相続財産の種類別明細についての被告の主張は別表１（但し、金額は被告
主張額欄記載）のとおりであり、原告らの主張は同表（但し、金額は修正申告額欄
記載）のとおりである。
四　五名の者の各人ごとの取得財産価額、課税価額、税額等についての被告の主張
は別表２（但し、金額は被告主張額欄記載）のとおりであり、原告らの主張は同表
（但し、金額は修正申告額欄記載）のとおりである。
五　相続財産の明細及び財産の取得者または債務承継者に係る価額についての被告
の主張は別表３（但し、金額は被告主張額欄記載）のとおりであり、原告らの主張
は同表（但し、金額は修正申告額欄記載）のとおりである。
なお、同表番号３７については被告の主張どおりであることば各当事者間に争いが
ない。
六　以上によれば、本件の争点は、（１）五名の者が取得した大阪鉛錫の株式の評
価額の適否、（２）三和銀行甲子園支店のＡ名義の普通預金一一五万七、六一六円
（別表３の番号２６）はＦの相続財産か否か、（３）三井銀行難波支店のＡ名義の
定期預金四〇万円（別表３の番号４６）は相続開始前三年以内にＡがＦから贈与さ
れたものであるか否かにつきる。
よつて、順次右の各点について判断する。
七　大阪鉛錫の株式の評価について
（一）　被告の主張四、（一）及び（二）については各当事者間に争いがない。
（二）　相続財産の価額は、当該財産の取得の時における時価による（相続税法二
二条）とされているが、具体的な評価方法については同法において僅かの規定しか
設けられていないため、取引相場のない大阪鉛錫の株式の評価をどうするかが問題
となる。
（三）　成立に争いがない乙第二六号証によれば、国税庁が基本通達を設け、相続
財産の評価についての詳細を定めていること、基本通達によれば、五名の者が一般



株主（同族株主）として取得した大阪鉛錫の株式の評価額は、被告の主張四、
（三）の計算式により算出されることが認められる。
（四）　そこで、基本通達の定める取引相場のない株式の評価方法の合理性につい
て検討する。
前掲乙第二六号証及び証人Ｏの証言によれば、基本通達の定める右評価方法は大略
次のとおりである。
まず株式取得者の特性に着眼して、同族株主以外の株主等（別表６の特定株主）の
取得した株式については配当還元方式を採用する。次に同族株主（別表６の一般株
主）の取得した株式の評価については、評価対象会社の規模により大会社、中会
社、小会社に分類し（別表５参照）、大会社の場合は類似業種比準方式を、個人に
等しい小会社の場合は純資産方式を、中間に位する中会社についてはその混合方式
を採用し、しかも類似業種比準方式においては、株式取得者に有利な安全率を見込
み、また中会社に関して混合方式を採用するについては、さらに会社の規模を三つ
に分けて、大会社と小会社の中間形態を細分し、
その実体に沿つた評価方法を採用すべく腐心していることが認められる。
右事実によれば、大阪鉛錫の株式の評価にあたつて、被告が採用した基本通達の定
める方式は合理的なものといえる。
この点に関し、原告らは、まず、取引相場のない大阪鉛錫の株式の評価額は額面価
額によるべき旨を主張するが、額面価額が株式の時価をあらわすものでないことは
明らかであるから右主張を容れることはできないし、また、一九五七年シユツツト
ガルト方式によるべき旨を主張するが、同方式が前記被告採用の評価方法より合理
的であるとも認められないから右主張を容れることはできない。
（五）　
１　被告の主張四、（四）の６、７、９、１１については各当事者間に争いがな
い。
２　同１については、被告主張の金額に争いがないのであるから、前掲乙第二六号
証によれば、Ｌは〇・七五となる。
３　同２ないし５については、証人Ｏの証言により真正に成立したと認められる乙
第二七号証によれば、大阪鉛錫の類似業種は非鉄金属製造業であることが認められ
るから、被告主張のとおりとなる。
４　同８については、この点に関する原告らの主張を認めるに足りる証拠はないか
ら、当事者間に争いのない資本金額、資本積立金額、利益積立金額にもとづき計算
すれば、結局被告主張のとおりとなる。
５　同１０については、各当事者間に争いのある点は、（１）土地、（２）建
物、゛（３）貸付金、（４）不渡手形、（５）借地権の相続税評価額によつて評価
替えされた各金額並びに後記の（６）特定資産、（７）負債に関してであるとこ
ろ、成立に争いがない乙第三号証の一ないし一一、第四号証の一ないし九、第五号
証の一ないし五、第七号証の一ないし五、第九号証、第一〇号証の一、二、第一一
ないし第一六号証、第一七号証の一、二、第一八号証、第一九号証の一、二、第二
〇号証の一ないし四、弁論の全趣旨により真正に成立したと認められる乙第六、第
八号証によれば、右（１）ないし（５）に関する被告主張の事実が認められ、右認
定を左右する証拠はない。
なお、原告らは、（６）特定資産のうちから役員退職金引当保険料一九六万五、〇
〇〇円を控除すべきである、（７）負債として、貸倒引当金、賞与引当金、価格変
動準備金、債権償却特別勘定、役員従業員退職金引当金、従業員賞与引当金を計上
すべきであると主張する。
しかしながら、（６）の主張については、役員退職金引当保険料が本来資産であつ
てこれを資産から控除すべき理由はないから容れることはできないし、また（７）
の主張については、主張にかかる貸倒引当金等は会計上の負債性引当金に相当する
ものの、現実に債務として確定しているわけではないから、相続財産としての株式
の評価にあたつてはこれらを負債として計上すべきではない（なお、負債として、
退職給与引当金一四四万四、六〇〇円が計上されているが、これは基本通達に基づ
き、法人税法五五条二項に規定する退職給与引当金額に相当する金額が計上された
ものと認められるところ、退職給与引当金の特性にかんがみ、右の範囲で恩恵的、
政策的に認められたに過ぎない。）。
そうすると、１０の数値は被告主張のとおりとなる。
（六）　よつて、前記（五）で得られた数値を前記（三）の計算式にあてはめる
と、五名の者が取得した大阪鉛錫の株式の評価額は一株七六三円となる。



八　三和銀行甲子園支店のＡ名義の普通預金一一五万七、六一六円について。
成立に争いがない乙第一号証の一、二、証人Ｐの証言、証人Ｑの証言の一部によれ
ば
（１）　昭和四五年六月一九日当時三和銀行甲子園支店のＡ名義の普通預金一一五
万七、六一六円が存していたこと
（２）　Ａは当時大阪鉛錫の監査役として年額一〇万円の収入を得ていたに過ぎな
いこと
（３）　右銀行口座には多額の金員の出し入れがなされているが、その原因の明確
にされているものはおおむねＦの金であること
が認められ、右認定に反する証人Ｑの証言部分は採用できず、他に右認定を左右す
る証拠はない。
右認定の事実によれば、Ａ名義の右普通預金は、Ｆの相続財産とみるほかはない。
九　三井銀行難波支店のＡ名義の定期預金四〇万円について。
成立に争いがない乙第二号証の一、二、証人Ｐの証言によれば、Ａは昭和四三年六
月一〇日頃Ｆより贈与を受けた四〇万円を三井銀行難波支店で定期預金し、昭和四
四年六月一九日これを解約し、同日再び定期預金していたことが認められ、右認定
に反する証拠はない。
右事実によれば、Ａの右定期預金にかかる四〇万円は相続開始前三年以内にＡがＦ
から贈与されたものであることは明らかで、相続税の課税価格に算入されるべきも
のである。
一〇　以上の次第で、五名の者の各人ごとの取得財産価額、課税価額、税額等は別
表２の被告主張額欄記載のとおりとなるから、その範囲内でなされた本件処分には
なんら違法な点は存しない。
一一　よつて、原告らの請求は失当であるからいずれも棄却することとし、訴訟費
用の負担について行政事件訴訟法七条、民事訴訟法八九条、九三条一項本文を適用
して主文のとおり判決する。
（裁判官　荻田　健治郎　井深泰夫　市川正己）
別表１～４、８、９（省略）


